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令和５年２月３日 

 

 水野 良一 議長 

 

                     議会運営委員会 委員長 冨田 宗一 

 

議会運営委員会 行政視察報告書 

 

本委員会は行政視察を実施しましたので、下記のとおり報告いたします。 

 

記 

 

１ 視察期間・行程 

 

令和５年１月２０日（金）日帰り 

 詳細は別紙のとおり 

 

 

 

２ 視察先 愛知県 知立市議会 

 

 

 

３ 視察項目 

 

オンライン委員会について 

（オンライン議会報告会等） 

 

 

 

４ 視察者及び随行者 

 

議会運営委員会委員 

 委員長 冨田宗一 

副委員長 池田信子 

 委員  朝井賢次、西本 潤、浅井寿美、 

     柴田利勝、戸田由久、長江秀幸 

議長 水野良一 

議会事務局 

 議事課長 長谷一憲、主査 山下梨乃 

５ その他 

 

なし 
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愛知県知立市 

 

 オンライン委員会について 

 

１ 事業の目的及び経緯 

 

オンライン委員会、オンライン議会報告会開催の実現 

 

２ 事業の概要及び事業費 

 

令和２年９月９日に委員会条例を改正。（開催の特例（オン

ライン会議）が追加された。 

令和２年４月３０日の総務省自治行政局課長の通知「新型

コロナウイルス感染症対策に係る地方公共団体における議

会の委員会の開催方法について」が発信され、地方自治法

第２４５条の４の規定に基づく「技術的な助言」として、

条例や会議規則等に定めることにより、感染症のまん延防

止措置の観点等から、参集が困難と判断される実情がある

場合に、オンラインで委員会を開催することは差し支えな

いとの見解が示されたことから、委員会条例の改正を行な

った。 

 

令和３年８月にオンライン委員会運営要綱制定。（令和３年

９月定例会より運用できるようになった。） 

委員会条例改正により、具体的な運営要綱を設置したほう

が、安定的な議会運営がはかられるのではないか。という

提案により、議長の指示を受けて、議員有志と議会事務局

の協働で要綱の作成を行い、議会改革特別委員会、議会運

営委員会で承認された。 

３ 事業の効果 

 

オンライン委員会の開催 

考え方の基本は議会基本条例であり、コロナ感染症対策等

の有事の際でも「公開を止めない」「活動を止めない」「議

論を止めない」有効手段として IＣTの有効活用を積極的に

行い、活用を活性化させた。 

 

オンライン議会報告会の開催で市民に開かれた議会の実現 

リアルとオンラインのハイブリット議会報告会の開催によ

り、新しい（サイレントマジョリティー）市民の参加が増

え、チャット機能を使うことによりメリハリも出た。身近

で開かれた議会運営の実践ができた。 

 

議会ＤＸ推進プロジェクトチーム編成 

議員主導で行うため、IＣＴが得意な人も苦手な人もチーム

議会としてプロジェクトチームを立ち上げ団結できた。 
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４ 事業の現時点での課題

及び今後の方向性 

オンライン委員会 

常任委員会等の委員長のオンライン出席は不可能であり、

採決の際、委員においても通信の不具合等で途切れた場合

には採決に参加できず議決権を失うことになる。 

リアルで臨むのが原則であり、有事の際の議会ＢＣＰ（業

務継続計画）のためとしている。 

 

オンライン議会報告会 

参加者の想定が１００名までとなっており、それを超えた

時の対応としてYouTubeで対応していくとのことであった。

今後の取り組みとして、ハイブリット（オンラインと対面）

議会報告会のライブ配信をめざしている。 

 

５ 主な質疑・応答 

 

Q:オンライン委員会の開催実績についてどの程度あるの

か。 

A:オンライン委員会 2 回（常任委員会・議会運営委員会）

の開催実績であるが、オンライン委員会はどうしても来ら

れない場合の有事の際の対応であり消極的である。 

 

Q:オンライン議会報告会の開催実績と参加者の年齢層はど

のようか。 

A:オンライン議会報告会４回（リアル＋オンラインのハイ

ブリット方式）の開催実績で、高齢者の毎回参加者＋オン

ラインにおいての若い方の参加が約半数を占める等、参加

者の年代の幅が広がっている。 

 

６ 考察 

（所感・本市への提言等） 

 

考え方の基本は議会基本条例である。議会の活性化によ

る市政の発展と市民の福祉の増進を具現化するため、コロ

ナ感染症対策等の有事の際でも「公開を止めない」「活動を

止めない」「議論を止めない」有効手段として、IＣTの有効

活用を積極的に行っていくことが、市民に身近で開かれた

議会運営であり、議会ＢＣＰ（業務継続計画）である。 

 

総務省からの通達も出ており、委員会条例の改正や会議

規則の改正により、オンライン委員会開催ができることを

今回の視察により確認できた。 

 

本市においても有事の際にも議会活動の維持を図るた

め、その準備は早急に進めていくべきである。 
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また、今回の視察項目に関連して、オンライン議会報告

会については、ハイブリット方式により、多種多様な意見

が幅広く聴取できる等のメリットしかないとの委員の意見

が多く、せとまちトーク（市民と議会との意見交換会）に

取り入れる等、広聴部会との情報共有とともに、今後の取

り組み（ＴＴＰ：徹底的に真似る）に期待したい。 

 

 

７ その他  

（特記事項等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


